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地方創生インターンシップ推進に向けた取組の「ヒント集」

地⽅創⽣インターンシップの推進にあたって、インターンシップ推進主体がどのようにすれば効果的なインターンシップを実施できる
かについて、実際の事例等も踏まえて、インターンシップ実施フロー（受⼊先の開拓、プログラム設計、プログラム運営、組織運
営）ごとにとりまとめ。
ヒント集（本編）のコンテンツ ヒント集（本編）の使い方

1.はじめに 1.本ヒント集作成の背景と⽬的
2.地⽅創⽣インターンシップとは

2.導⼊編
1.地⽅創⽣インターンシップの現状
2.本ヒント集の想定読者と構成
3.よくある課題と実施にあたってのポイント

3.実践編

I.受⼊先の開拓 1.受⼊先の探索
2.受⼊先へのアプローチ

II.プログラム設計

1.受⼊プログラムの検討
2.学⽣への広報・募集
3.企業と学⽣のマッチング
4.受⼊⼿続き

III.プログラム運営
1.学⽣への事前研修
2.インターンシップの実施
3.事後研修・評価

IV.組織運営
1.異なる主体との連携
2.業務の構築・継承
3.財源の確保

4.事例編

5.資料編
1.地⽅創⽣インターンシップへの取組状況
（地⽅公共団体向けアンケート）
2.地⽅就職・地⽅還流を取り巻くニーズ
（学⽣向けアンケート等）

• ヒント集（本編）では、「実践編」に⽰すテーマ毎に、⾒開きで理解できるように構成。
• 左側には、「よくあるお悩み」として、⾃治体等が地⽅創⽣インターンシップを進める上で悩む点と、
解決へのポイントを記載。

• 右側には、具体的な説明や事例を記載。

ヒント集作成の背景と⽬的や、地⽅創⽣インターンシップの
現状、取組を進める上でのヒントとなるものや、先⾏的な取
組事例、その他、地⽅公共団体が学⽣へのアンケート結果
等を掲載。
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地方創生インターンシップ推進に向けた自治体・大学等の「連携事例集」

地⽅創⽣インターンシップの推進にあたって、⾃治体と⼤学等がどのようにすれば効果的な連携を実現できるかということにつ
いて、実際の取組事例を、連携の観点ごとにとりまとめたもの。

事例集（本編）のコンテンツ 事例集（本編）の使い方

1.はじめに
1.本事例集の構成
2.⾃治体と⼤学との連携協⼒に係る5つの重要な観点
3.本事例集の使い⽅

2.⾃治体と
⼤学との
連携協
⼒の進
め⽅

観点1
⼤学を知る

• ⼤学・学⽣のスケジュールや関⼼を知る
• 中⻑期的に従事する職員をおく

観点2
⼤学と関係
構築する

• どの⼤学等と連携するか考える
• 連携の開始の仕⽅を考える

観点3
⼤学に情報
提供する

• ⼤学等が指導に使える情報を提供する
• 学⽣に具体的メリットも提供する

観点4
⼤学と協働す
る

• 情報提供⽅法について⼤学に相談する
• 協働する体制を構築する
• 学内説明会の設計・運営を共同で⾏う
• インターンシッププログラムを⼤学とつくる

観点5
学⽣の地元
活動を⽀援
する

• 学⽣が⾃治体に相談しやすい体制をつくる
• 複数の学⽣の地元活動を⼀括⽀援する

3.⼤学の
現状を
知る

1.⼤学アンケート結果
2.⼤学等ヒアリング結果

4.学⽣の現状を知る（学⽣アンケート結果）

5.地⽅就職者の現状を知る（地⽅就職者による座談会結果）

事例集作成の背景と⽬的や、⾃治体と⼤学の連駅協⼒
の進め⽅、その他、⼤学や学⽣へのアンケート結果等を掲載。

• 事例集（本編）では、⾒開きで理解できるように構成。
• 左側には、「よくあるお悩み」として、⾃治体等が取り組む上で悩む点と、解決へのヒントを記載。
• 右側には、⾃治体・⼤学等の事例を、簡潔に図⽰・例⽰。
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○県内大学生等の県内就職者数
事業開始前：1,200人 → Ｈ31年度：1,270人

○インターンシップ参加人数（県関与分）
事業開始前： 20人 → Ｈ31年度：50人

○インターンジップ実習受入企業数（県関与分）
事業開始前： 90社 → Ｈ31年度：150社

①交付金事業終了後も、各企業が継続的に取り組むことができるよう、受入プログラムのマニュアル化や企業情報発信
ツールを整備。

②大学生等からのインターンシップ申込・相談窓口を「インターンシップセンター」に一本化することで、より広範囲のマッ
チング実現に取組む。

③スマートフォンアプリを通して、インターンシップ等の就活支援情報等をタイムリーに発信。

○産官学で構成する「秋田県インターンシップ促進協議会」を設置し、
インターンシップの促進に向けた有効な施策の検討や情報共有を
図るとともに、学生と企業のマッチングを担う「インターンシッ
プセンター」を開設。

○企業向けの支援として、インターンシップを導入するためのセミ
ナー等の開催やガイドブックの作成による受入体制整備を図ると
ともに、県就活情報サイトでの企業情報及びインターンシップ支
援情報発信等にも取組む。

○大学生等向けの取組として、県外の協定締結大学が実施する就職説
明会での情報発信や、企業見学会や県内回帰への意識醸成を図る
セミナーを開催。また、スマートフォンアプリを活用した情報発
信にも取組み、将来的には民間企業による自立的な運営を目指す。

○高校生向けの取組として、早期離職防止のための職場定着支援員の
配置のほか、職業人材育成のためのコミュニケーションセミナー
等を開催。

○県内企業の多くが中小企業であり、大卒者等の採用意欲はあっても「採用経験が乏しい」、「知名度が低くアプローチが困難」、「首都
圏の企業に比べ、新卒者の採用活動の動きが遅い」等の課題がある。

○特に県外大学に進学した大学生等を中心に、「県内就職の具体的イメージが持てない」、「どのような企業があるか分からない」、「就
職活動の初期に首都圏の企業等と接触するため、県内企業に触れる機会が少ない」等の課題がある。

秋⽥県地⽅創⽣インターンシップ事業 実施主体：秋田県
採択金額：37,093千円（H29）

34,119千円（H30）

事業の背景・課題

取組概要

参考となる
ポイント

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

「就活応援」アプリ（秋田ＧＯ！ＥＮアプリ）
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あおもりＵＩＪターン雇用支援プロジェクト
事 業 内 容 事 業 効 果

・県内企業の認知度向上
・県外の県出身者等の還流
を促進する仕組み

が必要

１ ＵＩＪターンお試し交通費の助成

就職活動のため、県内企業を訪問したり、インターンシップや当該事
業のイベント（合同企業説明会等）に参加する県外在住者に対し、交通
費の一部を支給する。
［対 象］県外の大学生等・転職希望者等
［助 成］交通費（実費）の1/2又は17,000円のうち低い額

県内企業訪問、インターンシップ
参加者数の増加

■県内企業の認知度向上
■県内就職を選択肢として意識

・人財の還流・定着促進
・労働力人口の確保
・人口減少（社会減）抑制

◆ 本県における大卒等の県内
就職内定率は33.4％、高卒者の
県内就職率は54.3％にとどまり、
若者の県外流出が激しい

◆ 本県出身の学生のうち、土
木系学生はわずか３％にとどま
り、人財不足がより深刻な状況

◆ 県内企業の情報は、ネット
上に載っておらず認知されてい
ない。→企業のＰＲ不足

◆ 県内企業は小規模企業が多
く、県外での採用活動に経費を
かける余裕がない。

◆ 青森県は、大都市圏から遠
方なため、移住・転職・就活し
たくても、日程的・予算的に気
軽に訪れることができない。

２ 土木系学生を対象とした県内建設系企業への
インターンシップ参加経費の助成

本県出身の土木系学生が在籍する主要大学等とパートナーシップ協定
を締結した上で、リクルート活動、インターンシップ、各種セミナー
等における学生の受入れや参加をしやすい環境づくりを進める一環と
して、県内建設系企業へのインターンシップ参加経費（交通費）の一
部を支給する。
[対 象] 本県出身の土木系学生
[助 成] 交通費（実費又は17,000円のうち低い額）

現 状 と 課 題

青森県・企業版ふるさと納税活用事業③

※県内企業のＰＲ強化、インターンシップ受入れ体制整備等については、別事業に
より対応

平成29年度事業費：10,546千円

⇒取組の結果（参加者数、アンケート結果等）を踏まえ、受入企業や大学等へのフォロー

アップを実施

平成30年度事業費：8,366千円

５
※青森県ホームページより掲載
https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kikaku/kikaku/files/03_UIJ_gaiyou_29_30.pdf


